
総務省「持続可能な地域
医療提供体制を確保する
ための公立病院経営強
化に関する検討会」
について



３回目のガイドライン
策定に向けた委員会

•今回の検討会は3回目の
公立病院ガイドラインの策
定に向けた委員会である



旧改革ガイドライン

•平成19年12月に通知され
た1回目の旧公立病院改
革ガイドラインは、時代の
影響を受け新自由主義的
色彩が強いものであった



官は民の補完



旧公立病院改革ガイドライン
•公立病院をはじめとする公的医療機関の果
たすべき役割は、端的に言えば、地域におい
て提供されることが必要な医療のうち、採算
性等の面から民間医療機関による提供が困
難な医療を提供することにある（同1頁）

•特に民間医療機関が多く存在する都市部に
おける公立病院については、果たすべき役割
に照らして現実に果たしている機能を厳しく精
査した上で、必要性が乏しくなっているものに
ついては廃止・統合を検討していくべき（同2
頁）



新公立病院改革ガイドライン

•2015年3月31日に通知された2回
目のガイドラインは、新たに「地域
医療構想を踏まえた役割の明確
化」が内容となる

•旧ガイドラインを踏襲しつつ医療
提供の質向上の視点も盛り込ま
れる





新型コロナ蔓延の影響
•新ガイドラインに基づく各病院の
改革プランの標準期間は2020年
度末
•2020年度当初から3回目のガイド
ライン策定作業が予定されていた
が新型コロナの蔓延で凍結
•多くの自治体病院が改革プランが
ない状況となっている



持続可能な地域医療提供体制
を確保するための公立病院経
営強化に関する検討会

•2021年10月6日に第1回の
会議が行われた





総務省検討会の位置づけ
•座長に堀場勇夫地方財政審議会
会長

•委員に星野菜穂子地方財政審議
会委員のほか、辻琢也一橋大学
国際・公共政策研究部教授が就
任するなど

•地方財政審議会に準じた重要な
検討会となっている



持続可能な地域医療提供体制を確保するため
の公立病院経営強化に関する検討会構成員
名簿
（座長） 堀場 勇夫 地方財政審議会会長

（構成員）

伊関 友伸 城西大学経営学部教授

小池 創一 自治医科大学医学部教授

辻 琢也 一橋大学国際・公共政策研究部教授

沼尾 波子 東洋大学国際学部教授

星野 菜穂子 地方財政審議会委員

望月 泉 岩手県八幡平市病院事業管理者（全自病協副会長）

八木 聰 兵庫県病院局病院事業副管理者

和田 頼知 公認会計士

（オブザーバー）

鷲見 学 厚生労働省医政局地域医療計画課長



中間とりまとめ

•2021年12月6日の第4回
会議において中間とりまと
めが了承された



総務省HP「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化に関する検討会」より



公立病院経営強化ガイドライン
•今回のガイドラインは、これまで使われた「改
革」の名称が「経営強化」に変更された

•地域の医療において公立病院は必要であり、
持続可能な医療提供体制を確保する見地か
ら、「経営強化」の用語が使われたものと解す
る

•各公立病院に策定を要請する計画の名称も
「公立病院経営強化プラン」に変更されること
になる



公立病院の課題
•人口減少や少子高齢化に伴う医療需要の変
化や医師等の不足を受け、地域医療を支える
公立病院の経営は依然として厳しい状況

•今後、医師の時間外労働規制への対応も迫
られるなど、公立病院の経営はさらに厳しい
状況が見込まれる

•病院間の役割分担の明確化・最適化や医師
等の確保などの取組を平時から進めておく必
要性が浮き彫りとなった



課題を踏まえた対応
•持続可能な地域医療提供体制を確保す
るため、地域医療を支える公立病院の経
営強化に向けた新たなガイドラインの策
定が必要

•策定にあたっては、限られた医師・看護
師等の医療資源を地域全体で最大限効
率的に活用するという視点をこれまで以
上に重視

•感染症拡大時の対応という視点も踏まえ
る必要



経営強化プランの標準期間
•ガイドライン自体の策定時期は、2021年
度末までに策定する

•ガイドラインの策定を踏まえ、各自治体
に2022（令和４）年度から2023（令和５）
年度中に「公立病院経営強化プラン」を
策定が要請される

•計画期間は策定年度又はその次年度か
ら2027（令和９）年度までを標準期間とす
る



経営強化プランの内容
•持続可能な地域医療提供体制を確保す
るため、地域の実情に応じた、公立病院
の経営強化のために必要な取組を記載
するよう求める

•地域医療構想の実現や地域包括ケアシ
ステムの構築に向けて果たすべき役割
を踏まえ、経営強化のために必要な取組
を記載する



ポイント①機能分化・連携強化の推進
•地域の中で各公立病院が担うべき役割や機能を明
確化・最適化する
•特に、基幹病院に急性期機能を集約し、医師の雇
用を確保した上で、基幹病院とそれ以外の不採算
地区病院等との連携を強化していく
ポイント②医師・看護師等の確保、働き方改革の推
進
•不採算地区病院等への医師・看護師等の派遣を強
化する。医療者の働き方改革を推進
ポイント③経営形態の見直し
•柔軟な人事・給与制度を通じて、医師等の雇用につ
ながるような経営形態の見直しを行う
ポイント④新興感染症に備えた平時からの対応
•①～③の取組に加え、新興感染症の感染拡大時に
転用しやすい施設・設備の整備を図る








